
信用保証料率の引き下げについて

優良店舗等に対する感謝状贈呈基準の改正について

「東日本大震災復興緊急保証」の取扱期間延長について

令和４年度　県制度融資の一部改正について

セーフティネット保証５号について　ほか

2 0 2 2 / 5
v o l . 6 2 4

新潟県政記念館は明治16年（1883）に新潟県会議事堂として建設され、50年余り
県政の審議が行われていた国の重要文化財です。設計したのは当時大阪駅など
を手掛けた西蒲原郡出身の大工棟梁星野総四郎で、伝統建築と西洋建築を取り
入れた擬洋風建築は文明開化期特有の個性が感じられます。その後、大規模解体
復元工事が行われ修復された後は新潟県政記念館として一般公開されています。
昭和33年（1958）から６年余り当協会事務所も入居していました。

〒951-8640
新潟市中央区古町通7番町1010番地(古町ルフル7·8 階)
TEL 025-210-5132／FAX 025-210-5160
E-mail: kikaku@niigata-cgc.or.jp ／ URL https://www.niigata-cgc.or.jp

保証にいがた2022(令和4)年5月
発行／新潟県信用保証協会
編集／企画総務部 経営企画課

今月の写真

新潟県政記念館（新潟市）
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Share Topics

保証制度 当該実績

創業関連保証

事業再構築補助金事業に係る保証

求償権消滅保証

伴走支援型特別保証、事業再生計画実施関連保証（感染症対応型）、
事業再生計画実施関連保証、経営力強化保証、条件変更改善型借換保証

事業承継特別保証、経営承継借換関連保証、経営承継関連保証、特定
経営承継関連保証、経営承継準備関連保証、特定経営承継準備関連保証、
事業承継サポート保証

地方創生応援社債保証（にいがた地方創生社債保証）、中小企業特定
社債保証、経営力向上関連保証

創 業 支 援

事業再構築支援

成長発展支援

再 生 支 援

経 営 支 援

事業承継支援

金融機関連携強化

保証承諾企業者数が
５以上の店舗

保証承諾企業者数が
２以上の店舗

保証承諾企業者数が
２以上の店舗

保証承諾企業者数が
１以上の店舗

保証承諾企業者数が
１０以上の店舗

保証承諾企業者数が
１以上の店舗

保証承諾企業者数が
３以上の店舗

事業性評価連携保証（にいがたリレーション保証）、協調連携保証
（にいがたコラボ保証）

　当協会では、金融機関の皆様と連携し、中小企業者のライフステージに応じた信用保証を推進する
ため、金融機関営業店に対して、特定の保証制度の実績に応じて感謝状を贈呈しているところです。
　このたび、この感謝状の贈呈基準について、一部見直しを行ったため、お知らせいたします。
　県内中小企業者の創業、成長及び発展のため、引き続き金融機関の皆様のご協力を賜りますよう、
お願い申し上げます。

基準期間…令和４年４月１日～令和５年３月３１日

※上記基準に該当し、次の①、②いずれかに該当している場合は、感謝状に加え、該当実績に応じた
記念品を贈呈させていただきます。

　　①保証債務残高が前年比平均残高１０％増加
　　②保証利用企業者数が前年比５％増加

優良店舗等に対する感謝状贈呈基準の改正について

　被災された中小企業の皆様の復旧・復興の状況等を踏まえ、「東日本大震災復興緊急保証」の取扱
期間が令和５年３月３１日（貸付実行分）まで延長されましたのでお知らせいたします。

「東日本大震災復興緊急保証」の取扱期間延長について

　当協会では、令和５年３月３１日まで一部の保証制度について信用保証料率の引き下げを行って
います。

実施期間　令和４年４月１日～令和５年３月３１日
実施期間内の保証申込受付分が対象となります。
（注）実施期間内において、経済情勢等に大きな変動があった場合は、引き下げの見直

しを行うことがあります。

信用保証料率の引き下げについて

創業関連保証 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

地方創生応援社債保証（にいがた地方創生社債保証） ・・・・・・

経営承継関連保証　
特定経営承継関連保証
事業承継サポート保証
経営承継準備関連保証
特定経営承継準備関連保証
事業承継特別保証
（経営者保証コーディネーターの確認を受けたものを除く）

経営承継借換関連保証
（経営者保証コーディネーターの確認を受けたものを除く）

所定保証料率（0.80％）から
0.20％を引き下げ

所定保証料率から
0.10％を引き下げ

所定保証料率から
0.20％を引き下げ・・・・・・・・・・
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Share Topics

部    長　山賀茂雄
副部長　加藤　淳

室　長 田中友紀（監事事務局兼務) 副室長　　渡辺　勝

課　長 児玉裕行
課長代理　野上靖典

課長（兼） 加藤　淳

課　長 名塚友章

課　長 深見雄一郎

課長(兼) 三林浩和

課　長 品川哲也

課　長 齋藤夏湖

課長（兼) 木村英一

課　長 大島盛幸

課長(兼) 神田義弘

課　長 深海孝行

課　長 坂井敬典

課長(兼) 清水哲也

課　長 中島謙一

課　長 川島和紀

課　長 月岡行雄

課長(兼) 高橋智彦

課長(兼) 高橋由紀

課　長 太田　浩

副支店長 荒木一仁

課長代理　藤田祐輔 主　査　岩城朱美
主　査　栗原拓也

主　査　清水祐希

主　査　那須野暢泰
主　査　髙島真代

主　査　小林紋子
≪デジタル推進班≫
主　査　目黒大貴

主　査　長谷川守
主　査　美野輪友佳

主　査　関根　良
主　査　小川　奏(中小企業大学校研修)
主　査　舟山佑希

主　査　安東由紀子
主　査　加藤紫絵

主　査　渡辺麻衣
主　査　山口千明

主　査　林　孝典
主　査　大島　晃

主　査　木村裕章 (中小企業活性化協議会研修)
主　査　今井悠貴

主　査　山田拓広

主　査　茅原拓揮
主　査　畑　卓実

主　査　村山恭平
主　査　石塚俊亮

主　査　飯塚貴士
主　査　渡辺修介

主　査　嶋田貴行

主　査　小栁綾子
主　査　小森　哲

主　査　山﨑達也

主　査　和久井亜紀子
主　査　田中大治朗
主　査　小川美紅

課長代理　橋口雅樹

課長代理　内山　南
≪デジタル推進班≫
課長代理　平松高志

課長代理　和泉直樹
課長代理　大桃洋一

課長代理　上野仁志

課長代理　山岸広樹

課長代理　二瓶健太郎

課長代理　田村貴子

課長代理　猪俣智弘

課長代理　塚野義和

課長代理　茅野健太郎

課長代理　小林洋紀

課長代理　星　敬太

課長代理　加藤　悟

課長代理　中野友木子

支店長代理　加藤寛己

課長代理　井塚　宏

支店長代理　金子博志

課長代理　小泉俊雄
課長代理　吉澤　浩

課長代理　高橋真澄

部    長　栗山　充
副部長　三林浩和

部    長　清水　晶
副部長　木村英一

支 店 長　相澤一征
副支店長　高橋由紀

支 店 長　佐藤　圭

支 店 長　大戸大介

部　長　池田祐二
副部長　神田義弘
副部長　清水哲也

支 店 長　坂口博之
副支店長　高橋智彦

企 画 総 務 部

内部検査

コンプライアンス、総合企画、調査研究、広報
〔高橋優太〕

理事会運営、人事・労務、研修、給与・福利厚生、諸契約、庶務
〔田辺美晴〕

管理業務に係る企画、指導、調整、訴訟
〔坂本健太郎〕
代位弁済、保険金・損失補償の請求
〔三村友紀奈、〈業務推進役〉二村正子（嘱託)〕

債権管理・回収、期中管理、事業再生支援
〔〈業務推進役〉土田  拓 (嘱託)〕
信用調査・保証審査、金融・経営相談、創業・経営改善・事業再生支援、
期中管理、申込受付、保証書発行
〔小林可奈〕

債権管理・回収、期中管理、事業再生支援、庶務、経理
〔竹石智弥〕

信用調査・保証審査、金融・経営相談、創業・経営改善・
事業再生支援、期中管理、申込受付、保証書発行
〔宮島彩花、三瓶幹博〕

信用調査・保証審査、金融・経営相談、創業・経営改善・事業再生支援、
期中管理、申込受付、保証書発行、債権管理・回収、庶務、経理
〔佐藤  啓、金曽竜弥〕

信用調査・保証審査、金融・経営相談、創業・経営改善・事業再生支援、
期中管理、申込受付、保証書発行、債権管理・回収、庶務、経理
〔大岩真人〕

債権管理・回収、期中管理、事業再生支援、庶務、経理
〔遠藤雄大、小林正人〕

信用調査・保証審査、金融・経営相談、創業・経営改善・ 
事業再生支援、期中管理、申込受付、保証書発行
〔伊藤百合香〕

信用調査・保証審査、金融・経営相談、創業・経営改善・事業再生支援、
期中管理、申込受付、保証書発行
〔間藤  諒、中村菜津子〕
債権管理・回収、期中管理、事業再生支援
〔〈業務推進役〉久住春枝(嘱託)、〈調査役〉海津憲司(出向)、
  〈調査役〉柳  雄也 (出向)〕

信用調査・保証審査、金融・経営相談、創業・経営改善・
事業再生支援、期中管理、申込受付、保証書発行
〔豊島  樹、渡辺湧士、長谷川優太〕

信用調査・保証審査、金融・経営相談、創業・経営改善・
事業再生支援、期中管理、申込受付、保証書発行
〔今井悠貴、田中紗矢佳〕

予算・決算の調製、経理、資金運用・管理

情報システム管理、統計、付保通知、業務のデジタル化に係る情報収集、
企画、推進
〔榎  果歩〕

金融・経営相談、創業・経営改善・事業再生支援、信用調査・保証審査、
期中管理、申込受付、保証書発行、創業・経営改善・事業再生支援に係る
企画、指導、調整
〔大上元喜〕
信用保証料及び補給契約、貸付報告・償還報告処理、信用調査に係る
電算入力、信用保証書の発送、抵当権の登記及び登記関係書類の
整理保管、保証事務手続の電子化
〔〈業務推進役〉岩崎美佐枝(嘱託)〕

保証業務に係る企画、指導、調整、保証審査、損失補償契約
〔瀬戸川春奈〕

検 査 指 導 室

保 証 総 括 課

企 業 支 援 課

事務サポート課

整 理 総 括 課

代 位 弁 済 課

保 証 第 一 課

保 証 第 二 課

保 証 第 三 課

整 理 第 一 課

整 理 第 二 課

保 証 第 一 課

保 証 第 二 課

整 　 理 　 課

保 　 証 　 課

整 　 理 　 課

経 営 企 画 課

総 　 務 　 課

経 　 理 　 課

情報システム課

保 証 推 進 部

整 理 回 収 部

本 店 営 業 部

長  岡  支  店

県  央  支  店

上  越  支  店

佐  渡  支  店

吉岡　彰

常勤監事 監事事務局

【職員数】

女　性男　性合　計本支店別
23名57名80名本　　店
2名14名16名長岡支店
4名7名11名県央支店
2名6名8名上越支店
0名3名3名佐渡支店
31名87名118名全　　体
28名84名112名（正職員）

【担当管内】
本店営業部
　●保証第一課 新潟市（中央区・西区・西蒲区）
　●保証第二課 新潟市（北区・東区・江南区・
　　　　　　　　　　　秋葉区・南区）
　●保証第三課 新発田市、村上市、五泉市、
 阿賀野市、胎内市、北蒲原郡、
 東蒲原郡、岩船郡
　●整理第一課 保証第一課、保証第二課、
 保証第三課の担当管内
　●整理第二課 保証第一課、保証第二課、保証
 第三課及び県央支店の担当管内

長岡支店
　●保証第一課 長岡市、見附市
　●保証第二課 柏崎市、小千谷市、十日町市
 魚沼市、南魚沼市、三島郡
 南魚沼郡、中魚沼郡、刈羽郡
　●整  理  課  保証第一課、保証第二課の
 担当管内
  
県央支店 
　●保  証  課  三条市、加茂市、燕市、西蒲原郡
 南蒲原郡 
　●整  理  課  保証課の担当管内

上越支店 上越市、糸魚川市、妙高市
佐渡支店 佐渡市

組織機構と職員配置図（正職員・出向職員等） （2022年4月1日現在）
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部    長　山賀茂雄
副部長　加藤　淳

室　長 田中友紀（監事事務局兼務) 副室長　　渡辺　勝

課　長 児玉裕行
課長代理　野上靖典

課長（兼） 加藤　淳

課　長 名塚友章

課　長 深見雄一郎

課長(兼) 三林浩和

課　長 品川哲也

課　長 齋藤夏湖

課長（兼) 木村英一

課　長 大島盛幸

課長(兼) 神田義弘

課　長 深海孝行

課　長 坂井敬典

課長(兼) 清水哲也

課　長 中島謙一

課　長 川島和紀

課　長 月岡行雄

課長(兼) 高橋智彦

課長(兼) 高橋由紀

課　長 太田　浩

副支店長 荒木一仁

課長代理　藤田祐輔 主　査　岩城朱美
主　査　栗原拓也

主　査　清水祐希

主　査　那須野暢泰
主　査　髙島真代

主　査　小林紋子
≪デジタル推進班≫
主　査　目黒大貴

主　査　長谷川守
主　査　美野輪友佳

主　査　関根　良
主　査　小川　奏(中小企業大学校研修)
主　査　舟山佑希

主　査　安東由紀子
主　査　加藤紫絵

主　査　渡辺麻衣
主　査　山口千明

主　査　林　孝典
主　査　大島　晃

主　査　木村裕章 (中小企業活性化協議会研修)
主　査　今井悠貴

主　査　山田拓広

主　査　茅原拓揮
主　査　畑　卓実

主　査　村山恭平
主　査　石塚俊亮

主　査　飯塚貴士
主　査　渡辺修介

主　査　嶋田貴行

主　査　小栁綾子
主　査　小森　哲

主　査　山﨑達也

主　査　和久井亜紀子
主　査　田中大治朗
主　査　小川美紅

課長代理　橋口雅樹

課長代理　内山　南
≪デジタル推進班≫
課長代理　平松高志

課長代理　和泉直樹
課長代理　大桃洋一

課長代理　上野仁志

課長代理　山岸広樹

課長代理　二瓶健太郎

課長代理　田村貴子

課長代理　猪俣智弘

課長代理　塚野義和

課長代理　茅野健太郎

課長代理　小林洋紀

課長代理　星　敬太

課長代理　加藤　悟

課長代理　中野友木子

支店長代理　加藤寛己

課長代理　井塚　宏

支店長代理　金子博志

課長代理　小泉俊雄
課長代理　吉澤　浩

課長代理　高橋真澄

部    長　栗山　充
副部長　三林浩和

部    長　清水　晶
副部長　木村英一

支 店 長　相澤一征
副支店長　高橋由紀

支 店 長　佐藤　圭

支 店 長　大戸大介

部　長　池田祐二
副部長　神田義弘
副部長　清水哲也

支 店 長　坂口博之
副支店長　高橋智彦

企 画 総 務 部

内部検査

コンプライアンス、総合企画、調査研究、広報
〔高橋優太〕

理事会運営、人事・労務、研修、給与・福利厚生、諸契約、庶務
〔田辺美晴〕

管理業務に係る企画、指導、調整、訴訟
〔坂本健太郎〕
代位弁済、保険金・損失補償の請求
〔三村友紀奈、〈業務推進役〉二村正子（嘱託)〕

債権管理・回収、期中管理、事業再生支援
〔〈業務推進役〉土田  拓 (嘱託)〕
信用調査・保証審査、金融・経営相談、創業・経営改善・事業再生支援、
期中管理、申込受付、保証書発行
〔小林可奈〕

債権管理・回収、期中管理、事業再生支援、庶務、経理
〔竹石智弥〕

信用調査・保証審査、金融・経営相談、創業・経営改善・
事業再生支援、期中管理、申込受付、保証書発行
〔宮島彩花、三瓶幹博〕

信用調査・保証審査、金融・経営相談、創業・経営改善・事業再生支援、
期中管理、申込受付、保証書発行、債権管理・回収、庶務、経理
〔佐藤  啓、金曽竜弥〕

信用調査・保証審査、金融・経営相談、創業・経営改善・事業再生支援、
期中管理、申込受付、保証書発行、債権管理・回収、庶務、経理
〔大岩真人〕

債権管理・回収、期中管理、事業再生支援、庶務、経理
〔遠藤雄大、小林正人〕

信用調査・保証審査、金融・経営相談、創業・経営改善・ 
事業再生支援、期中管理、申込受付、保証書発行
〔伊藤百合香〕

信用調査・保証審査、金融・経営相談、創業・経営改善・事業再生支援、
期中管理、申込受付、保証書発行
〔間藤  諒、中村菜津子〕
債権管理・回収、期中管理、事業再生支援
〔〈業務推進役〉久住春枝(嘱託)、〈調査役〉海津憲司(出向)、
  〈調査役〉柳  雄也 (出向)〕

信用調査・保証審査、金融・経営相談、創業・経営改善・
事業再生支援、期中管理、申込受付、保証書発行
〔豊島  樹、渡辺湧士、長谷川優太〕

信用調査・保証審査、金融・経営相談、創業・経営改善・
事業再生支援、期中管理、申込受付、保証書発行
〔今井悠貴、田中紗矢佳〕

予算・決算の調製、経理、資金運用・管理

情報システム管理、統計、付保通知、業務のデジタル化に係る情報収集、
企画、推進
〔榎  果歩〕

金融・経営相談、創業・経営改善・事業再生支援、信用調査・保証審査、
期中管理、申込受付、保証書発行、創業・経営改善・事業再生支援に係る
企画、指導、調整
〔大上元喜〕
信用保証料及び補給契約、貸付報告・償還報告処理、信用調査に係る
電算入力、信用保証書の発送、抵当権の登記及び登記関係書類の
整理保管、保証事務手続の電子化
〔〈業務推進役〉岩崎美佐枝(嘱託)〕

保証業務に係る企画、指導、調整、保証審査、損失補償契約
〔瀬戸川春奈〕

検 査 指 導 室

保 証 総 括 課

企 業 支 援 課

事務サポート課

整 理 総 括 課

代 位 弁 済 課

保 証 第 一 課

保 証 第 二 課

保 証 第 三 課

整 理 第 一 課

整 理 第 二 課

保 証 第 一 課

保 証 第 二 課

整 　 理 　 課

保 　 証 　 課

整 　 理 　 課

経 営 企 画 課

総 　 務 　 課

経 　 理 　 課

情報システム課

保 証 推 進 部

整 理 回 収 部

本 店 営 業 部

長  岡  支  店

県  央  支  店

上  越  支  店

佐  渡  支  店

吉岡　彰

常勤監事 監事事務局

【職員数】

女　性男　性合　計本支店別
23名57名80名本　　店
2名14名16名長岡支店
4名7名11名県央支店
2名6名8名上越支店
0名3名3名佐渡支店
31名87名118名全　　体
28名84名112名（正職員）

【担当管内】
本店営業部
　●保証第一課 新潟市（中央区・西区・西蒲区）
　●保証第二課 新潟市（北区・東区・江南区・
　　　　　　　　　　　秋葉区・南区）
　●保証第三課 新発田市、村上市、五泉市、
 阿賀野市、胎内市、北蒲原郡、
 東蒲原郡、岩船郡
　●整理第一課 保証第一課、保証第二課、
 保証第三課の担当管内
　●整理第二課 保証第一課、保証第二課、保証
 第三課及び県央支店の担当管内

長岡支店
　●保証第一課 長岡市、見附市
　●保証第二課 柏崎市、小千谷市、十日町市
 魚沼市、南魚沼市、三島郡
 南魚沼郡、中魚沼郡、刈羽郡
　●整  理  課  保証第一課、保証第二課の
 担当管内
  
県央支店 
　●保  証  課  三条市、加茂市、燕市、西蒲原郡
 南蒲原郡 
　●整  理  課  保証課の担当管内

上越支店 上越市、糸魚川市、妙高市
佐渡支店 佐渡市

組織機構と職員配置図（正職員・出向職員等） （2022年4月1日現在）
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保証制度 当該実績

創業関連保証

事業再構築補助金事業に係る保証

求償権消滅保証

伴走支援型特別保証、事業再生計画実施関連保証（感染症対応型）、
事業再生計画実施関連保証、経営力強化保証、条件変更改善型借換保証

事業承継特別保証、経営承継借換関連保証、経営承継関連保証、特定
経営承継関連保証、経営承継準備関連保証、特定経営承継準備関連保証、
事業承継サポート保証

地方創生応援社債保証（にいがた地方創生社債保証）、中小企業特定
社債保証、経営力向上関連保証

創 業 支 援

事業再構築支援

成長発展支援

再 生 支 援

経 営 支 援

事業承継支援

金融機関連携強化

保証承諾企業者数が
５以上の店舗

保証承諾企業者数が
２以上の店舗

保証承諾企業者数が
２以上の店舗

保証承諾企業者数が
１以上の店舗

保証承諾企業者数が
１０以上の店舗

保証承諾企業者数が
１以上の店舗

保証承諾企業者数が
３以上の店舗

事業性評価連携保証（にいがたリレーション保証）、協調連携保証
（にいがたコラボ保証）

　当協会では、金融機関の皆様と連携し、中小企業者のライフステージに応じた信用保証を推進する
ため、金融機関営業店に対して、特定の保証制度の実績に応じて感謝状を贈呈しているところです。
　このたび、この感謝状の贈呈基準について、一部見直しを行ったため、お知らせいたします。
　県内中小企業者の創業、成長及び発展のため、引き続き金融機関の皆様のご協力を賜りますよう、
お願い申し上げます。

基準期間…令和４年４月１日～令和５年３月３１日

※上記基準に該当し、次の①、②いずれかに該当している場合は、感謝状に加え、該当実績に応じた
記念品を贈呈させていただきます。

　　①保証債務残高が前年比平均残高１０％増加
　　②保証利用企業者数が前年比５％増加

優良店舗等に対する感謝状贈呈基準の改正について

　被災された中小企業の皆様の復旧・復興の状況等を踏まえ、「東日本大震災復興緊急保証」の取扱
期間が令和５年３月３１日（貸付実行分）まで延長されましたのでお知らせいたします。

「東日本大震災復興緊急保証」の取扱期間延長について

　当協会では、令和５年３月３１日まで一部の保証制度について信用保証料率の引き下げを行って
います。

実施期間　令和４年４月１日～令和５年３月３１日
実施期間内の保証申込受付分が対象となります。
（注）実施期間内において、経済情勢等に大きな変動があった場合は、引き下げの見直

しを行うことがあります。

信用保証料率の引き下げについて

創業関連保証 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

地方創生応援社債保証（にいがた地方創生社債保証） ・・・・・・

経営承継関連保証　
特定経営承継関連保証
事業承継サポート保証
経営承継準備関連保証
特定経営承継準備関連保証
事業承継特別保証
（経営者保証コーディネーターの確認を受けたものを除く）

経営承継借換関連保証
（経営者保証コーディネーターの確認を受けたものを除く）

所定保証料率（0.80％）から
0.20％を引き下げ

所定保証料率から
0.10％を引き下げ

所定保証料率から
0.20％を引き下げ・・・・・・・・・・
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　令和４年４月１日から、新潟県の中小企業向け制度融資が一部改正されましたのでお知らせいたします。

５. 各制度の利率について
　令和３年度までの措置であった次の制度融資に係る利率0.15％の引き下げについて、令和４年度末
まで取扱いを延長しました。

●小規模企業支援資金　　　●中小企業創業等支援資金
●フロンティア企業支援資金（設備投資促進枠）のうち、労働生産性向上に資する設備導入又は小規模企業者の場合

６． 事業再生資金について
　償還開始後１年を経過しない場合、借換不可措置の適用除外を令和５年３月３１日まで延長。

令和４年度　県制度融資の一部改正について

１. セーフティネット資金（経営支援枠）について
●融資限度額の引き上げ（継続）

改 正 後 改 正 前

融資限度額 ５,０００万円
（令和５年３月３１日まで）

５,０００万円
（令和４年３月３１日まで）

４. 経営改善サポート資金［事業再生計画実施関連保証（感染症対応型）制度要件］について

２. 中小企業創業等支援資金（金融機関提案型要件）について
●取扱期限の延長

改 正 後 改 正 前

取 扱 期 限 令和５年３月31日まで 令和４年3月31日まで

３. フロンティア企業支援資金（設備投資促進枠）について
●取扱期限の延長

改 正 後 改 正 前

取 扱 期 限 令和５年３月31日まで 令和４年3月31日まで

●取扱期限の延長

改 正 後 改 正 前

取 扱 期 限 令和５年３月31日まで 令和４年3月31日まで

●「新型コロナウイルス感染症対策特別融資」要件の拡充

改 正 後 改 正 前

資 金 使 途

融 資 期 間

運転・設備資金
１０年以内（据置５年以内）

運転資金

１０年以内（据置３年以内）

　令和４年３月２３日（水）、「創業あんしんサポート事業」の一環と
して、講師に当協会の外部専門家の本間大輔氏（中小企業診断士、
上級ウェブ解析士）をお招きし、「創業者向けＤＸセミナー」をオンラ
インにて開催しました。
　参加された方からは、「わかりやすい説明で、DX化について再確認が
できました」などの感想をいただきました。
　引き続き、創業に関するご相談にお応えするとともに、専門知識や
ノウハウを持つ外部専門家と連携しながらサポートを行ってまいります。

「創業者向けＤＸセミナー」を開催しました

　

ミッションを明確に ～自分の事業の価値を見失わずに～
「自分で決めて、自由にできる」創業の魅力や心構えについて、創業者の本音をお話いただきました。

第１部

　

創業のためのＤＸ ～デジタル初心者のための作業効率化～
創業当初に必要な「営業や販売の時間」を作るため、本間講師が実際に使ってみて良かったソフトや
アプリを紹介していただきました。

第２部

　

信用保証制度や当協会の経営支援の取組みをご紹介させていただきました。

新潟県信用保証協会からのお知らせ、質疑応答

　業況の悪化している業種を営む中小企業者を支援する「セーフティネット保証（経営安定関連保証）
５号」について、令和４年４月１日から令和４年６月３０日までの指定業種が公表されましたの
で、お知らせいたします。

　今回は、４７３業種が指定となっております。詳しくは、当協会のホームページをご覧ください。

セーフティネット保証５号について

［対象企業認定基準］
指定業種に属する中小企業等であって、以下のいずれかの基準を満たす方
１．最近３か月間の売上高等が、前年同期比で５％以上減少している。
２．製品等の原価のうち、２０％を占める原油等の仕入価格が２０％以上上昇している
にもかかわらず、製品等の価格に転嫁できていない。

※市町村長の認定が必要になります。

新潟　信用保証
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　令和４年３月７日（月）、職員の心の健康保持・増進
に必要となる能力の向上等を図るため、管理職を対
象とした「メンタル・ヘルスセミナー」を開催しました。
　（公財）日本生産性本部ＩＣＴ・ヘルスケア推進部
メンタルヘルス研究所 研究主幹 主席コンサルタント
の飯田 進一郎氏、同メンタルヘルス研究所の根本 
忠一氏が講師となり、世代間ギャップを踏まえた部下
とのコミュニケーションについて学びました。

「メンタル・ヘルスセミナー（内部研修）」を開催しました

　このたび、民法改正や事務手続きの変更等に伴い、
「管理事務の手引」を改訂しました。
　本手引は、実務の流れに沿った構成とし、図表や記
載例を多く掲載したことにより、今まで以上に活用して
いただける内容になっております。

金融機関の皆さまへ
　本手引は、電子ブックとして、当
協会ホームページにも掲載しており
ますので、併せてご活用ください。

管理事務の手引  令和４年度版

「管理事務の手引」を改訂しました

●3 事故報告から代位弁済請求まで（事務の流れ）
 

　

⑴　事故報告書作成（新規・再報告）、受付
債務者に事故報告書の提出事由が発生したことを知った日から10日以内に、保証協会に対し、「事故報告書」

（Ｐ40参照）を提出してください。このとき、債務者に根保証の利用がある場合は、直ちに貸越の一時中止を
。いさだくてし出提を）照参54Ｐ（」書告報止中時一「に会協証保、い行

保証協会では、提出された事故報告書により債務者の状況、事故事由等を把握し、金融機関と今後の管理
方針（適当な措置、対応等）について協議を行います。
なお、事故報告書を提出した後、債務者や保証人等の状態や取扱方針に変更が生じた場合は、再度、事故報

告書によりご報告ください。

⑵　事故管理方針決定
金融機関との協議を経て、今後の事故管理方針を決定します。

⑶　事故管理
決定した事故管理方針に沿って、債権管理をお願いします。なお、事故管理方針の協議により金融機関及

。すまし付送を）照参94Ｐ（」内案ごのき続手求請済弁位代「、合場たし断判と難困済返が会協証保び
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今後の見通し

代位弁済請求書作成
債権書類（写し）の準備
代位弁済条件の完備確認

債務者との交渉・督促
保証人との交渉・督促

理
管
故
事

債権書類の確認
保証条件の確認

【事故管理方針】
完済見込
約定償還見込
条件変更見込
静観
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⑷　債権書類、保証条件の確認
債権書類や保証条件について確認をお願いします。債権書類に不備がある場合や保証条件が履行されてい
ない場合は、代位弁済請求の受付、審査を進めることができませんのでご注意ください。

⑸　経過報告書による現況報告
事故管理方針が代位弁済請求見込以外の場合、２か月毎に「経過報告書」（Ｐ48参照）による債務者の現況
報告をお願いします。なお、事故事由が解消した場合は、事故解除について保証協会と協議してください。

⑹　代位弁済請求の準備
「代位弁済請求手続きのご案内」に記載された条件を完備のうえ、速やかに代位弁済請求書を提出してださい。
なお、期限の利益喪失は、請求喪失の場合だけでなく、当然喪失、期限経過いずれの場合でも内容証明郵便
による通知と催告を行ってください。また、保証協会に移転すべき根抵当権は、条件担保、条件外担保いずれ
についても確定登記手続きが必要となります。

⑺　保全措置
事故報告書の提出事由発生後、この事由に応じた適切な保全策を講じてください。
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　当協会の本店が入居する古町ルフルにおいて、ルフル
広場の整備が完了したことから、令和４年3月２５日（金）
に「古町ルフル竣工式典」が行われました。
　当協会も参加し、古町ルフルの発展と中心商店街の繁
栄を祈念しました。

古町ルフル竣工式典に参加しました

ホームページをリニューアルしました

　令和4年3月23日（水）、
当協会のホームページを
リニューアルしました。
　今回のリニューアルは、
視認性や目的情報への到
達性の向上のため、デザイ
ンの統一を図るとともに、
情報の整理を行いました。
　引き続き、掲載内容の
充実を図るとともに、より
利用しやすいサイト作りを
目指してまいります。

「書式送付依頼フォーム」機能
が追加されました

　金融機関名、住所、担当者名等を入力し、
必要書類をプルダウンからお選びください。

　後日、郵送させていただきます。

NEW
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Pick Up News

　令和４年３月７日（月）、職員の心の健康保持・増進
に必要となる能力の向上等を図るため、管理職を対
象とした「メンタル・ヘルスセミナー」を開催しました。
　（公財）日本生産性本部ＩＣＴ・ヘルスケア推進部
メンタルヘルス研究所 研究主幹 主席コンサルタント
の飯田 進一郎氏、同メンタルヘルス研究所の根本 
忠一氏が講師となり、世代間ギャップを踏まえた部下
とのコミュニケーションについて学びました。

「メンタル・ヘルスセミナー（内部研修）」を開催しました

　このたび、民法改正や事務手続きの変更等に伴い、
「管理事務の手引」を改訂しました。
　本手引は、実務の流れに沿った構成とし、図表や記
載例を多く掲載したことにより、今まで以上に活用して
いただける内容になっております。

金融機関の皆さまへ
　本手引は、電子ブックとして、当
協会ホームページにも掲載しており
ますので、併せてご活用ください。

管理事務の手引  令和４年度版

「管理事務の手引」を改訂しました

●3 事故報告から代位弁済請求まで（事務の流れ）
 

　

⑴　事故報告書作成（新規・再報告）、受付
債務者に事故報告書の提出事由が発生したことを知った日から10日以内に、保証協会に対し、「事故報告書」

（Ｐ40参照）を提出してください。このとき、債務者に根保証の利用がある場合は、直ちに貸越の一時中止を
。いさだくてし出提を）照参54Ｐ（」書告報止中時一「に会協証保、い行

保証協会では、提出された事故報告書により債務者の状況、事故事由等を把握し、金融機関と今後の管理
方針（適当な措置、対応等）について協議を行います。
なお、事故報告書を提出した後、債務者や保証人等の状態や取扱方針に変更が生じた場合は、再度、事故報

告書によりご報告ください。

⑵　事故管理方針決定
金融機関との協議を経て、今後の事故管理方針を決定します。

⑶　事故管理
決定した事故管理方針に沿って、債権管理をお願いします。なお、事故管理方針の協議により金融機関及

。すまし付送を）照参94Ｐ（」内案ごのき続手求請済弁位代「、合場たし断判と難困済返が会協証保び

機
融
金

関

会
協
証
保

関
機
融
金

会
協
証
保

※事故事由：事故報告書提出事由（ただし、延滞は発生時から）

生
発
由
事
故
事

※ 化
変
態
状
故
事

更
変
針
方
扱
取

議
協
の
針
方
理
管

付
受
書
告
報
故
事

付
受
書
求
請
済
弁
位
代

成
作
書
告
報
故
事

）
告
報
再
・
規
新
（

の
付
送
書
告
報
過
経

頼
依
ご

求
請
済
弁
位
代

内
案
ご
の
き
続
手現況把握

返済協議
今後の見通し

代位弁済請求書作成
債権書類（写し）の準備
代位弁済条件の完備確認

債務者との交渉・督促
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⑷　債権書類、保証条件の確認
債権書類や保証条件について確認をお願いします。債権書類に不備がある場合や保証条件が履行されてい

ない場合は、代位弁済請求の受付、審査を進めることができませんのでご注意ください。

⑸　経過報告書による現況報告
事故管理方針が代位弁済請求見込以外の場合、２か月毎に「経過報告書」（Ｐ48参照）による債務者の現況
報告をお願いします。なお、事故事由が解消した場合は、事故解除について保証協会と協議してください。

⑹　代位弁済請求の準備
「代位弁済請求手続きのご案内」に記載された条件を完備のうえ、速やかに代位弁済請求書を提出してださい。
なお、期限の利益喪失は、請求喪失の場合だけでなく、当然喪失、期限経過いずれの場合でも内容証明郵便
による通知と催告を行ってください。また、保証協会に移転すべき根抵当権は、条件担保、条件外担保いずれ
についても確定登記手続きが必要となります。

⑺　保全措置
事故報告書の提出事由発生後、この事由に応じた適切な保全策を講じてください。
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　当協会の本店が入居する古町ルフルにおいて、ルフル
広場の整備が完了したことから、令和４年3月２５日（金）
に「古町ルフル竣工式典」が行われました。
　当協会も参加し、古町ルフルの発展と中心商店街の繁
栄を祈念しました。

古町ルフル竣工式典に参加しました

ホームページをリニューアルしました

　令和4年3月23日（水）、
当協会のホームページを
リニューアルしました。
　今回のリニューアルは、
視認性や目的情報への到
達性の向上のため、デザイ
ンの統一を図るとともに、
情報の整理を行いました。
　引き続き、掲載内容の
充実を図るとともに、より
利用しやすいサイト作りを
目指してまいります。

「書式送付依頼フォーム」機能
が追加されました

　金融機関名、住所、担当者名等を入力し、
必要書類をプルダウンからお選びください。

　後日、郵送させていただきます。

NEW
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Share Topics

　令和４年４月１日から、新潟県の中小企業向け制度融資が一部改正されましたのでお知らせいたします。

５. 各制度の利率について
　令和３年度までの措置であった次の制度融資に係る利率0.15％の引き下げについて、令和４年度末
まで取扱いを延長しました。

●小規模企業支援資金　　　●中小企業創業等支援資金
●フロンティア企業支援資金（設備投資促進枠）のうち、労働生産性向上に資する設備導入又は小規模企業者の場合

６． 事業再生資金について
　償還開始後１年を経過しない場合、借換不可措置の適用除外を令和５年３月３１日まで延長。

令和４年度　県制度融資の一部改正について

１. セーフティネット資金（経営支援枠）について
●融資限度額の引き上げ（継続）

改 正 後 改 正 前

融資限度額 ５,０００万円
（令和５年３月３１日まで）

５,０００万円
（令和４年３月３１日まで）

４. 経営改善サポート資金［事業再生計画実施関連保証（感染症対応型）制度要件］について

２. 中小企業創業等支援資金（金融機関提案型要件）について
●取扱期限の延長

改 正 後 改 正 前

取 扱 期 限 令和５年３月31日まで 令和４年3月31日まで

３. フロンティア企業支援資金（設備投資促進枠）について
●取扱期限の延長

改 正 後 改 正 前

取 扱 期 限 令和５年３月31日まで 令和４年3月31日まで

●取扱期限の延長

改 正 後 改 正 前

取 扱 期 限 令和５年３月31日まで 令和４年3月31日まで

●「新型コロナウイルス感染症対策特別融資」要件の拡充

改 正 後 改 正 前

資 金 使 途

融 資 期 間

運転・設備資金
１０年以内（据置５年以内）

運転資金

１０年以内（据置３年以内）

　令和４年３月２３日（水）、「創業あんしんサポート事業」の一環と
して、講師に当協会の外部専門家の本間大輔氏（中小企業診断士、
上級ウェブ解析士）をお招きし、「創業者向けＤＸセミナー」をオンラ
インにて開催しました。
　参加された方からは、「わかりやすい説明で、DX化について再確認が
できました」などの感想をいただきました。
　引き続き、創業に関するご相談にお応えするとともに、専門知識や
ノウハウを持つ外部専門家と連携しながらサポートを行ってまいります。

「創業者向けＤＸセミナー」を開催しました

　

ミッションを明確に ～自分の事業の価値を見失わずに～
「自分で決めて、自由にできる」創業の魅力や心構えについて、創業者の本音をお話いただきました。

第１部

　

創業のためのＤＸ ～デジタル初心者のための作業効率化～
創業当初に必要な「営業や販売の時間」を作るため、本間講師が実際に使ってみて良かったソフトや
アプリを紹介していただきました。

第２部

　

信用保証制度や当協会の経営支援の取組みをご紹介させていただきました。

新潟県信用保証協会からのお知らせ、質疑応答

　業況の悪化している業種を営む中小企業者を支援する「セーフティネット保証（経営安定関連保証）
５号」について、令和４年４月１日から令和４年６月３０日までの指定業種が公表されましたの
で、お知らせいたします。

　今回は、４７３業種が指定となっております。詳しくは、当協会のホームページをご覧ください。

セーフティネット保証５号について

［対象企業認定基準］
指定業種に属する中小企業等であって、以下のいずれかの基準を満たす方
１．最近３か月間の売上高等が、前年同期比で５％以上減少している。
２．製品等の原価のうち、２０％を占める原油等の仕入価格が２０％以上上昇している
にもかかわらず、製品等の価格に転嫁できていない。

※市町村長の認定が必要になります。

新潟　信用保証
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Share Topics

相談窓口のお知らせ

特別相談窓口 (令和４年４月１日現在)

東日本大震災に関する特別相談窓口
旧：平成23年東北地方太平洋沖地震災害に関する特別相談窓口 

平成23年３月11日設置 
（平成23年５月13日名称変更） 

令和３年11月２日設置 
（令和４年２月25日名称変更） 

ウクライナ情勢・原油価格上昇等に関する特別相談窓口 

令和元年台風第19号に伴う災害に関する特別相談窓口

平成28年熊本地震による災害に関する特別相談窓口

令和元年10月13日設置

平成28年５月31日設置

当協会独自の相談窓口 

金融・経営相談窓口 
（創業・資金繰り・事業承継・経営改善・金融機関紹介）

平成30年４月１日設置

夜間相談窓口
（創業・資金繰り・事業承継・経営改善・金融機関紹介） 

その他の相談窓口

新型コロナウイルスに関する経営相談窓口

賃金水準上昇対策相談窓口 

令和２年１月29日設置 

平成30年４月１日設置

　新潟県信用保証協会では、県内中小企業の方の販路拡大を後押しすることを目的に「商談前から
差がつくビジネスセミナー」を令和4年6月10日（金）に当協会本店大会議室（リアル会場）と新潟県
内の9つの信用金庫（リモート会場）にて開催します。
　マンガ家、ミュージシャンで「孤独のグルメ」の原作者である久住昌之氏から「新潟の食の魅力と
孤独のグルメ裏話」についてご講演いただきます。
　また、株式会社新潟三越伊勢丹 食品・レストラン担当 食品バイヤーの方から「百貨店における商
品開発について」をお話いただきます。
　商談会に関する知識を習得できるセミナーですので、ご興味のある方はぜひこの機会にご参加ください。
　詳しくは、当協会のホームページをご覧ください。

「商談前から差がつくビジネスセミナー」開催のご案内
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Share Topics

相談窓口のお知らせ

特別相談窓口 (令和４年４月１日現在)

東日本大震災に関する特別相談窓口
旧：平成23年東北地方太平洋沖地震災害に関する特別相談窓口 

平成23年３月11日設置 
（平成23年５月13日名称変更） 

令和３年11月２日設置 
（令和４年２月25日名称変更） 

ウクライナ情勢・原油価格上昇等に関する特別相談窓口 

令和元年台風第19号に伴う災害に関する特別相談窓口

平成28年熊本地震による災害に関する特別相談窓口

令和元年10月13日設置

平成28年５月31日設置

当協会独自の相談窓口 

金融・経営相談窓口 
（創業・資金繰り・事業承継・経営改善・金融機関紹介）

平成30年４月１日設置

夜間相談窓口
（創業・資金繰り・事業承継・経営改善・金融機関紹介） 

その他の相談窓口

新型コロナウイルスに関する経営相談窓口

賃金水準上昇対策相談窓口 

令和２年１月29日設置 

平成30年４月１日設置

　新潟県信用保証協会では、県内中小企業の方の販路拡大を後押しすることを目的に「商談前から
差がつくビジネスセミナー」を令和4年6月10日（金）に当協会本店大会議室（リアル会場）と新潟県
内の9つの信用金庫（リモート会場）にて開催します。
　マンガ家、ミュージシャンで「孤独のグルメ」の原作者である久住昌之氏から「新潟の食の魅力と
孤独のグルメ裏話」についてご講演いただきます。
　また、株式会社新潟三越伊勢丹 食品・レストラン担当 食品バイヤーの方から「百貨店における商
品開発について」をお話いただきます。
　商談会に関する知識を習得できるセミナーですので、ご興味のある方はぜひこの機会にご参加ください。
　詳しくは、当協会のホームページをご覧ください。

「商談前から差がつくビジネスセミナー」開催のご案内
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Pick Up News

　令和４年３月７日（月）、職員の心の健康保持・増進
に必要となる能力の向上等を図るため、管理職を対
象とした「メンタル・ヘルスセミナー」を開催しました。
　（公財）日本生産性本部ＩＣＴ・ヘルスケア推進部
メンタルヘルス研究所 研究主幹 主席コンサルタント
の飯田 進一郎氏、同メンタルヘルス研究所の根本 
忠一氏が講師となり、世代間ギャップを踏まえた部下
とのコミュニケーションについて学びました。

「メンタル・ヘルスセミナー（内部研修）」を開催しました

　このたび、民法改正や事務手続きの変更等に伴い、
「管理事務の手引」を改訂しました。
　本手引は、実務の流れに沿った構成とし、図表や記
載例を多く掲載したことにより、今まで以上に活用して
いただける内容になっております。

金融機関の皆さまへ
　本手引は、電子ブックとして、当
協会ホームページにも掲載しており
ますので、併せてご活用ください。

管理事務の手引  令和４年度版

「管理事務の手引」を改訂しました

●3 事故報告から代位弁済請求まで（事務の流れ）
 

　

⑴　事故報告書作成（新規・再報告）、受付
債務者に事故報告書の提出事由が発生したことを知った日から10日以内に、保証協会に対し、「事故報告書」

（Ｐ40参照）を提出してください。このとき、債務者に根保証の利用がある場合は、直ちに貸越の一時中止を
。いさだくてし出提を）照参54Ｐ（」書告報止中時一「に会協証保、い行

保証協会では、提出された事故報告書により債務者の状況、事故事由等を把握し、金融機関と今後の管理
方針（適当な措置、対応等）について協議を行います。
なお、事故報告書を提出した後、債務者や保証人等の状態や取扱方針に変更が生じた場合は、再度、事故報

告書によりご報告ください。

⑵　事故管理方針決定
金融機関との協議を経て、今後の事故管理方針を決定します。

⑶　事故管理
決定した事故管理方針に沿って、債権管理をお願いします。なお、事故管理方針の協議により金融機関及

。すまし付送を）照参94Ｐ（」内案ごのき続手求請済弁位代「、合場たし断判と難困済返が会協証保び
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⑷　債権書類、保証条件の確認
債権書類や保証条件について確認をお願いします。債権書類に不備がある場合や保証条件が履行されてい
ない場合は、代位弁済請求の受付、審査を進めることができませんのでご注意ください。

⑸　経過報告書による現況報告
事故管理方針が代位弁済請求見込以外の場合、２か月毎に「経過報告書」（Ｐ48参照）による債務者の現況
報告をお願いします。なお、事故事由が解消した場合は、事故解除について保証協会と協議してください。

⑹　代位弁済請求の準備
「代位弁済請求手続きのご案内」に記載された条件を完備のうえ、速やかに代位弁済請求書を提出してださい。
なお、期限の利益喪失は、請求喪失の場合だけでなく、当然喪失、期限経過いずれの場合でも内容証明郵便
による通知と催告を行ってください。また、保証協会に移転すべき根抵当権は、条件担保、条件外担保いずれ
についても確定登記手続きが必要となります。
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　当協会の本店が入居する古町ルフルにおいて、ルフル
広場の整備が完了したことから、令和４年3月２５日（金）
に「古町ルフル竣工式典」が行われました。
　当協会も参加し、古町ルフルの発展と中心商店街の繁
栄を祈念しました。

古町ルフル竣工式典に参加しました

ホームページをリニューアルしました

　令和4年3月23日（水）、
当協会のホームページを
リニューアルしました。
　今回のリニューアルは、
視認性や目的情報への到
達性の向上のため、デザイ
ンの統一を図るとともに、
情報の整理を行いました。
　引き続き、掲載内容の
充実を図るとともに、より
利用しやすいサイト作りを
目指してまいります。

「書式送付依頼フォーム」機能
が追加されました

　金融機関名、住所、担当者名等を入力し、
必要書類をプルダウンからお選びください。

　後日、郵送させていただきます。
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Share Topics

　令和４年４月１日から、新潟県の中小企業向け制度融資が一部改正されましたのでお知らせいたします。

５. 各制度の利率について
　令和３年度までの措置であった次の制度融資に係る利率0.15％の引き下げについて、令和４年度末
まで取扱いを延長しました。

●小規模企業支援資金　　　●中小企業創業等支援資金
●フロンティア企業支援資金（設備投資促進枠）のうち、労働生産性向上に資する設備導入又は小規模企業者の場合

６． 事業再生資金について
　償還開始後１年を経過しない場合、借換不可措置の適用除外を令和５年３月３１日まで延長。

令和４年度　県制度融資の一部改正について

１. セーフティネット資金（経営支援枠）について
●融資限度額の引き上げ（継続）

改 正 後 改 正 前

融資限度額 ５,０００万円
（令和５年３月３１日まで）

５,０００万円
（令和４年３月３１日まで）

４. 経営改善サポート資金［事業再生計画実施関連保証（感染症対応型）制度要件］について

２. 中小企業創業等支援資金（金融機関提案型要件）について
●取扱期限の延長

改 正 後 改 正 前

取 扱 期 限 令和５年３月31日まで 令和４年3月31日まで

３. フロンティア企業支援資金（設備投資促進枠）について
●取扱期限の延長

改 正 後 改 正 前

取 扱 期 限 令和５年３月31日まで 令和４年3月31日まで

●取扱期限の延長

改 正 後 改 正 前

取 扱 期 限 令和５年３月31日まで 令和４年3月31日まで

●「新型コロナウイルス感染症対策特別融資」要件の拡充

改 正 後 改 正 前

資 金 使 途

融 資 期 間

運転・設備資金
１０年以内（据置５年以内）

運転資金

１０年以内（据置３年以内）

　令和４年３月２３日（水）、「創業あんしんサポート事業」の一環と
して、講師に当協会の外部専門家の本間大輔氏（中小企業診断士、
上級ウェブ解析士）をお招きし、「創業者向けＤＸセミナー」をオンラ
インにて開催しました。
　参加された方からは、「わかりやすい説明で、DX化について再確認が
できました」などの感想をいただきました。
　引き続き、創業に関するご相談にお応えするとともに、専門知識や
ノウハウを持つ外部専門家と連携しながらサポートを行ってまいります。

「創業者向けＤＸセミナー」を開催しました

　

ミッションを明確に ～自分の事業の価値を見失わずに～
「自分で決めて、自由にできる」創業の魅力や心構えについて、創業者の本音をお話いただきました。

第１部

　

創業のためのＤＸ ～デジタル初心者のための作業効率化～
創業当初に必要な「営業や販売の時間」を作るため、本間講師が実際に使ってみて良かったソフトや
アプリを紹介していただきました。

第２部

　

信用保証制度や当協会の経営支援の取組みをご紹介させていただきました。

新潟県信用保証協会からのお知らせ、質疑応答

　業況の悪化している業種を営む中小企業者を支援する「セーフティネット保証（経営安定関連保証）
５号」について、令和４年４月１日から令和４年６月３０日までの指定業種が公表されましたの
で、お知らせいたします。

　今回は、４７３業種が指定となっております。詳しくは、当協会のホームページをご覧ください。

セーフティネット保証５号について

［対象企業認定基準］
指定業種に属する中小企業等であって、以下のいずれかの基準を満たす方
１．最近３か月間の売上高等が、前年同期比で５％以上減少している。
２．製品等の原価のうち、２０％を占める原油等の仕入価格が２０％以上上昇している
にもかかわらず、製品等の価格に転嫁できていない。

※市町村長の認定が必要になります。

新潟　信用保証
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に必要となる能力の向上等を図るため、管理職を対
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●3 事故報告から代位弁済請求まで（事務の流れ）
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告書によりご報告ください。
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保全措置

⑷　債権書類、保証条件の確認
債権書類や保証条件について確認をお願いします。債権書類に不備がある場合や保証条件が履行されてい

ない場合は、代位弁済請求の受付、審査を進めることができませんのでご注意ください。

⑸　経過報告書による現況報告
事故管理方針が代位弁済請求見込以外の場合、２か月毎に「経過報告書」（Ｐ48参照）による債務者の現況
報告をお願いします。なお、事故事由が解消した場合は、事故解除について保証協会と協議してください。

⑹　代位弁済請求の準備
「代位弁済請求手続きのご案内」に記載された条件を完備のうえ、速やかに代位弁済請求書を提出してださい。
なお、期限の利益喪失は、請求喪失の場合だけでなく、当然喪失、期限経過いずれの場合でも内容証明郵便
による通知と催告を行ってください。また、保証協会に移転すべき根抵当権は、条件担保、条件外担保いずれ
についても確定登記手続きが必要となります。

⑺　保全措置
事故報告書の提出事由発生後、この事由に応じた適切な保全策を講じてください。

5 6

1

告
報
故
事

　当協会の本店が入居する古町ルフルにおいて、ルフル
広場の整備が完了したことから、令和４年3月２５日（金）
に「古町ルフル竣工式典」が行われました。
　当協会も参加し、古町ルフルの発展と中心商店街の繁
栄を祈念しました。

古町ルフル竣工式典に参加しました

ホームページをリニューアルしました

　令和4年3月23日（水）、
当協会のホームページを
リニューアルしました。
　今回のリニューアルは、
視認性や目的情報への到
達性の向上のため、デザイ
ンの統一を図るとともに、
情報の整理を行いました。
　引き続き、掲載内容の
充実を図るとともに、より
利用しやすいサイト作りを
目指してまいります。

「書式送付依頼フォーム」機能
が追加されました

　金融機関名、住所、担当者名等を入力し、
必要書類をプルダウンからお選びください。

　後日、郵送させていただきます。

NEW
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　職員の異動についてお知らせいたします。

職員の異動について

●人事異動（部長級、課長級） （令和４年4月1日付）

新 役 職 名 旧 役 職 名 氏 　 名

企画総務部長

保証推進部長

保証推進部企業支援課長

保証推進部事務サポート課長

本店営業部長

本店営業部整理第二課長

長岡支店保証第一課長

県央支店長

上越支店長

保証推進部長

本店営業部長

県央支店長

長岡支店保証第一課長

企画総務部情報システム課長代理

企画総務部長

本店営業部保証第一課長

上越支店長

保証推進部企業支援課長

山賀  茂 雄

栗山  　 充

三 林  浩 和

品川  哲 也

齋 藤  夏 湖

木 村  英 一

池田  祐 二

神田  義 弘

清 水  哲 也

中島  謙 一

高 橋  智 彦

川島  和 紀

相 澤  一 征

佐 藤  　 圭

本店営業部副部長
整理第一課長事務取扱

保証推進部副部長
保証総括課長事務取扱

整理回収部副部長
整理総括課長事務取扱

本店営業部副部長
保証第一課長事務取扱
本店営業部副部長
整理第一課長事務取扱

長岡支店副支店長
整理課長事務取扱

整理回収部副部長
整理総括課長事務取扱

本店営業部副部長
整理第二課長事務取扱
保証推進部副部長
保証総括課長事務取扱

長岡支店副支店長
整理課長事務取扱

Pick Up News

　当協会の役員に異動がありましたのでお知らせいたします。

役員の就退任について

●理事

就 　 　 任 退 　 　 任

稲 荷  善 之

西 潟  精 一
(新潟県信用金庫協会会長)

令和4年3月16日

令和4年4月1日

坂 井  康 一
(前 会長)

阿 部  隆
(前 新潟県信用金庫協会会長)

令和4年3月31日

令和4年3月31日

令和4年4月1日付  会長就任

暴力団等の反社会的勢力とは
取引いたしません

〒951-8640
新潟市中央区古町通７番町1010番地（古町ルフル７・８階）

検査指導室

 

TEL 025-210-5135　FAX 025-210-5160

窓口のご案内
保 証 第 一 課 　TEL 025-210-5151　FAX 025-210-5172
保 証 第 二 課 　TEL 025-210-5152　FAX 025-210-5173
保 証 第 三 課 TEL 025-210-5150　FAX 025-210-5173
整 理 第 一 課

　
TEL 025-210-5153　FAX 025-210-5174

整 理 第 二 課 TEL 025-210-5154　FAX 025-210-5174

保証第一課
新潟市（中央区、西区、西蒲区）

本店営業部

担当区域

保証第二課
新潟市（北区、東区、江南区、秋葉区、南区）
保証第三課
新発田市、村上市、五泉市、阿賀野市、胎内市、聖籠町、阿賀町、
関川村、粟島浦村保 証 総 括 課  TEL 025-210-5141　FAX 025-210-5170

　　　　　　         E-mail:hosho@niigata-cgc.or.jp
事務サポート課 　TEL 025-210-5142　FAX 025-210-5170
　　　　　　         E-mail:hosho@niigata-cgc.or.jp
企 業 支 援 課　 TEL 025-210-5143　FAX 025-210-5170

 E-mail:hosho-g@niigata-cgc.or.jp

保証推進部

整 理 総 括 課 　TEL 025-210-5144　FAX 025-210-5171
代 位 弁 済 課 　TEL 025-210-5145　FAX 025-210-5171

整理回収部 E-mail:kanri@niigata-cgc.or.jp

〒940-0071　長岡市表町３丁目１番地８（リナシエビル３）
保 証 第 一 課 　TEL 0258-35-5714　FAX 0258-35-6341
保 証 第 二 課 　TEL 0258-35-5714　FAX 0258-35-6341
整 　 理 　 課 　TEL 0258-35-5715　FAX 0258-35-5776

長岡支店 E-mail:nagaoka@niigata-cgc.or.jp

企画総務部
経 営 企 画 課 　TEL 025-210-5132　FAX 025-210-5160
　　　　　　　　　E-mail:kikaku@niigata-cgc.or.jp
総 　 務 　 課 　TEL 025-210-5131　FAX 025-210-5160
　　　　　　　　　E-mail:somu@niigata-cgc.or.jp
経　　理　　課　　TEL 025-210-5133　FAX 025-210-5160
　　　　　　　　　E-mail:keiri@niigata-cgc.or.jp
情報システム課　 TEL 025-210-5134　FAX 025-210-5161
　　　　　　　  　E-mail:joho@niigata-cgc.or.jp

E-mail:eigyobu@niigata-cgc.or.jp

新潟県信用保証協会は、反社会的勢力に関わる企業等は
信用保証の対象としておらず、反社会的勢力とは一切の関係を遮断します。

信用保証の申込みにあたっては、申込人及び保証人の方から反社会的勢力に該当しないこと、
又はそれに類する行為を現在かつ将来にわたり行わないことなどを表明、確約する旨の書類の
提出をお願いいたします。

反社会的勢力とは
・ 暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業等
・ 暴力団員でなくなった時から5年を経過しない者
・ 暴力団等と密接な関係を有する者（いわゆる共生者、密接交際者）
・ 自ら又は第三者を利用して、暴力的な要求行為や法的な責任を超えた
　不当な要求行為等を行う者

信用保証をご利用する皆さまへ

担当区域

保証第二課
柏崎市、小千谷市、
十日町市、魚沼市、
南魚沼市、出雲崎町、
湯沢町、津南町、刈羽村

保証第一課
長岡市、見附市

本店

〒955-0092　三条市須頃1丁目17番地
（燕三条地場産業振興センター2階）
保 　 証 　 課 　TEL 0256-33-6661　FAX 0256-33-6622
整 　 理 　 課 　TEL 0256-33-6662　FAX 0256-33-6802

担当区域

県央支店 E-mail:keno@niigata-cgc.or.jp

三条市、加茂市、燕市、
田上町、弥彦村

〒943-0804　上越市新光町1丁目10番20号（上越商工会館内）
TEL 025-523-7225　FAX 025-522-2454

担当区域

上越支店 E-mail:joetsu@niigata-cgc.or.jp

上越市、糸魚川市、
妙高市

〒952-1314　佐渡市河原田本町394番地
（佐渡市役所 佐和田行政サービスセンター2階）
TEL 0259-57-2011　FAX 0259-57-3421

佐渡市

佐渡支店 E-mail:sado@niigata-cgc.or.jp

担当区域

第四北越銀行
長岡本店営業部
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　職員の異動についてお知らせいたします。

職員の異動について

●人事異動（部長級、課長級） （令和４年4月1日付）

新 役 職 名 旧 役 職 名 氏 　 名

企画総務部長

保証推進部長

保証推進部企業支援課長

保証推進部事務サポート課長

本店営業部長

本店営業部整理第二課長

長岡支店保証第一課長

県央支店長

上越支店長

保証推進部長

本店営業部長

県央支店長

長岡支店保証第一課長

企画総務部情報システム課長代理

企画総務部長

本店営業部保証第一課長

上越支店長

保証推進部企業支援課長

山賀  茂 雄

栗山  　 充

三 林  浩 和

品川  哲 也

齋 藤  夏 湖

木 村  英 一

池田  祐 二

神田  義 弘

清 水  哲 也

中島  謙 一

高 橋  智 彦

川島  和 紀

相 澤  一 征

佐 藤  　 圭

本店営業部副部長
整理第一課長事務取扱

保証推進部副部長
保証総括課長事務取扱

整理回収部副部長
整理総括課長事務取扱

本店営業部副部長
保証第一課長事務取扱
本店営業部副部長
整理第一課長事務取扱

長岡支店副支店長
整理課長事務取扱

整理回収部副部長
整理総括課長事務取扱

本店営業部副部長
整理第二課長事務取扱
保証推進部副部長
保証総括課長事務取扱

長岡支店副支店長
整理課長事務取扱

Pick Up News

　当協会の役員に異動がありましたのでお知らせいたします。

役員の就退任について

●理事

就 　 　 任 退 　 　 任

稲荷  善 之

西 潟  精 一
(新潟県信用金庫協会会長)

令和4年3月16日

令和4年4月1日

坂 井  康 一
(前 会長)

阿 部  隆
(前 新潟県信用金庫協会会長)

令和4年3月31日

令和4年3月31日

令和4年4月1日付  会長就任

暴力団等の反社会的勢力とは
取引いたしません

〒951-8640
新潟市中央区古町通７番町1010番地（古町ルフル７・８階）

検査指導室

 

TEL 025-210-5135　FAX 025-210-5160

窓口のご案内
保 証 第 一 課 　TEL 025-210-5151　FAX 025-210-5172
保 証 第 二 課 　TEL 025-210-5152　FAX 025-210-5173
保 証 第 三 課 TEL 025-210-5150　FAX 025-210-5173
整 理 第 一 課

　
TEL 025-210-5153　FAX 025-210-5174

整 理 第 二 課 TEL 025-210-5154　FAX 025-210-5174

保証第一課
新潟市（中央区、西区、西蒲区）

本店営業部

担当区域

保証第二課
新潟市（北区、東区、江南区、秋葉区、南区）
保証第三課
新発田市、村上市、五泉市、阿賀野市、胎内市、聖籠町、阿賀町、
関川村、粟島浦村保 証 総 括 課  TEL 025-210-5141　FAX 025-210-5170

　　　　　　         E-mail:hosho@niigata-cgc.or.jp
事務サポート課 　TEL 025-210-5142　FAX 025-210-5170
　　　　　　         E-mail:hosho@niigata-cgc.or.jp
企 業 支 援 課　 TEL 025-210-5143　FAX 025-210-5170

 E-mail:hosho-g@niigata-cgc.or.jp

保証推進部

整 理 総 括 課 　TEL 025-210-5144　FAX 025-210-5171
代 位 弁 済 課 　TEL 025-210-5145　FAX 025-210-5171

整理回収部 E-mail:kanri@niigata-cgc.or.jp

〒940-0071　長岡市表町３丁目１番地８（リナシエビル３）
保 証 第 一 課 　TEL 0258-35-5714　FAX 0258-35-6341
保 証 第 二 課 　TEL 0258-35-5714　FAX 0258-35-6341
整 　 理 　 課 　TEL 0258-35-5715　FAX 0258-35-5776

長岡支店 E-mail:nagaoka@niigata-cgc.or.jp

企画総務部
経 営 企 画 課 　TEL 025-210-5132　FAX 025-210-5160
　　　　　　　　　E-mail:kikaku@niigata-cgc.or.jp
総 　 務 　 課 　TEL 025-210-5131　FAX 025-210-5160
　　　　　　　　　E-mail:somu@niigata-cgc.or.jp
経　　理　　課　　TEL 025-210-5133　FAX 025-210-5160
　　　　　　　　　E-mail:keiri@niigata-cgc.or.jp
情報システム課　 TEL 025-210-5134　FAX 025-210-5161
　　　　　　　  　E-mail:joho@niigata-cgc.or.jp

E-mail:eigyobu@niigata-cgc.or.jp

新潟県信用保証協会は、反社会的勢力に関わる企業等は
信用保証の対象としておらず、反社会的勢力とは一切の関係を遮断します。

信用保証の申込みにあたっては、申込人及び保証人の方から反社会的勢力に該当しないこと、
又はそれに類する行為を現在かつ将来にわたり行わないことなどを表明、確約する旨の書類の
提出をお願いいたします。

反社会的勢力とは
・ 暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業等
・ 暴力団員でなくなった時から5年を経過しない者
・ 暴力団等と密接な関係を有する者（いわゆる共生者、密接交際者）
・ 自ら又は第三者を利用して、暴力的な要求行為や法的な責任を超えた
　不当な要求行為等を行う者

信用保証をご利用する皆さまへ

担当区域

保証第二課
柏崎市、小千谷市、
十日町市、魚沼市、
南魚沼市、出雲崎町、
湯沢町、津南町、刈羽村

保証第一課
長岡市、見附市

本店

〒955-0092　三条市須頃1丁目17番地
（燕三条地場産業振興センター2階）
保 　 証 　 課 　TEL 0256-33-6661　FAX 0256-33-6622
整 　 理 　 課 　TEL 0256-33-6662　FAX 0256-33-6802

担当区域

県央支店 E-mail:keno@niigata-cgc.or.jp

三条市、加茂市、燕市、
田上町、弥彦村

〒943-0804　上越市新光町1丁目10番20号（上越商工会館内）
TEL 025-523-7225　FAX 025-522-2454

担当区域

上越支店 E-mail:joetsu@niigata-cgc.or.jp

上越市、糸魚川市、
妙高市

〒952-1314　佐渡市河原田本町394番地
（佐渡市役所 佐和田行政サービスセンター2階）
TEL 0259-57-2011　FAX 0259-57-3421

佐渡市

佐渡支店 E-mail:sado@niigata-cgc.or.jp

担当区域

第四北越銀行
長岡本店営業部



信用保証料率の引き下げについて

優良店舗等に対する感謝状贈呈基準の改正について

「東日本大震災復興緊急保証」の取扱期間延長について

令和４年度　県制度融資の一部改正について

セーフティネット保証５号について　ほか
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新潟県政記念館は明治16年（1883）に新潟県会議事堂として建設され、50年余り
県政の審議が行われていた国の重要文化財です。設計したのは当時大阪駅など
を手掛けた西蒲原郡出身の大工棟梁星野総四郎で、伝統建築と西洋建築を取り
入れた擬洋風建築は文明開化期特有の個性が感じられます。その後、大規模解体
復元工事が行われ修復された後は新潟県政記念館として一般公開されています。
昭和33年（1958）から６年余り当協会事務所も入居していました。

〒951-8640
新潟市中央区古町通7番町1010番地(古町ルフル7·8 階)
TEL 025-210-5132／FAX 025-210-5160
E-mail: kikaku@niigata-cgc.or.jp ／ URL https://www.niigata-cgc.or.jp

保証にいがた2022(令和4)年5月
発行／新潟県信用保証協会
編集／企画総務部 経営企画課

今月の写真

新潟県政記念館（新潟市）


